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Ⅰ. 平成21年度事業実績
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１．事業計画及び実績

証券化

支援事業

住宅資金

融通事業

住宅融資

保険事業
金 額

変更後当初

4,468

21,659

3,000

1,484金 額

7,747件 数
保険関係成立（実績）

22,9903,000保険価額の総額（計画）

平成21年度
平成20年度

24,000

2,000

22,000

金額

120,000

10,000

110,000

戸数

事業計画（当初）

10,30452,08031,500127,5008,77138,56124,000120,000合計

1776192001,0001,9236,9452,00010,000保証型

10,12751,46131,300126,5006,84831,61622,000110,000買取型

金額戸数金額戸数金額戸数金額戸数

実績事業計画（変更後）実績事業計画

平成21年度平成20年度

団体信用生命

保険（共済）事業

（単位：戸、億円）

※ 貸付契約実績とは、機構が融資することを承認した実績をいいます。

（単位：戸、億円）

（単位：件、億円）

（単位：件、億円）

3,57538,9055,57443,5002,48328,1483,94837,000合計

金 額戸 数金 額戸 数金 額戸 数金 額戸 数

貸付契約実績事業計画貸付契約実績事業計画

平成21年度平成20年度

8,70742,7176,27428,433新規加入

金額件数金額件数

平成21年度（実績）平成20年度（実績）

※平成21年度の保険価額の総額（計画）の変更後は、平成21年度第１次補正予算、平成21年度第１次補正予算の執行見直し及び平成
21年度第２次補正予算を踏まえたもので、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日閣議決定）への取り組みと
して実施した平成22年12月までの保険料率引下げによる事業量増加分を含んでいます。

※平成21年度の事業計画（変更後）は、平成21年度第１次補正予算、平成21年度第１次補正予算の執行見直し及び平成21年度第２次補正予算を踏まえたもので、「明日の安心と
成長のための緊急経済対策」（平成21年12月８日閣議決定）への取り組みとして実施した平成22年12月までの制度拡充による事業量増加分を含んでいます。
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19年度 18 23 24 25 26 27 2815 16 17 21

業務運営の改善、効率化、財務内容の改善に取り組んでいます。

第2期中期計画期間（平24.4～29.3を想定）第1期中期計画期間（平19.4～24.3）

経営改善計画の内容

証券化支援事業等の収支見通し

業務運営の効率化

既往債権管理勘定の財務改善

独法第1期中期目標期間中に

単年度収支を黒字化
独法第2期中期目標期間中に

繰越損失金を解消

常勤職員数の削減（10%以上削減※1）

一般管理費の削減（15%以上削減※2）

常勤職員数4%
以 上 、 一 般 管
理費6%以上（平
成16年度比）を
先行削減

既往債権の証券化により、補償金なしでの財政融資
資金の繰上償還を実施

独法第1期中期目標期間中に所要額を
すべて措置し、補給金は廃止

機構設立
平成19.4

２．経営改善計画の実施状況

証券化支援
事業開始
平成15.10

経営改善計画
の策定

平成17.7

20

※1 平成21年度期末：8.1%削減
※2 平成21年度：15.3%削減

22
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買取型実績及び残高の推移

２．(a)証券化支援勘定の状況

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

保証型実績及び残高の推移

（単位：億円）

（単位：億円）

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

※ 億円未満は切り捨てています。
※ 上段の棒グラフは各年度末時点での残高。下段の表は各年度の実績です。

27,817億円

11,914億円

32,863億円

20,474億円

2,045億円

買取実績金額

買取実績件数

平成21年度平成20年度

2,016億円 10,172億円 9,347億円 8,629億円

8,659件 44,926件 43,540件 38,806件

平成19年度平成18年度平成17年度平成16年度

6,847億円

31,616件

10,127億円

51,461件

平成21年度

付保実績金額

付保実績件数

平成20年度平成19年度

5億円

27件

平成18年度

894億円

3,407件

1,923億円

6,945件

176億円

619件

40,540億円

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

5億円

2,743億円

891億円

2,764億円
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8,000

961

7,000

平成20年度

4564,1273,3094,257補償金免除額

14,000

27,000

平成19年度

MBS（S種債）発行額

財政融資資金への繰上償還額 3,00020,00016,000

11,000

平成17年度

9,00012,000

平成21年度平成18年度

財政融資資金への繰上償還状況

3,772

3,310

2,750

1,777

1,314
1,020

0

1,000

2,000

3,000

4,000

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

(予算)

(億円)

補給金等の今後の見込み

（単位：億円）

２．(b)既往債権管理勘定の財務改善
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一般管理費

（単位：百万円）

常勤職員数

（単位：人）

２．(c)業務運営の効率化

13,857

平成21年度

△2,512（△15.3%）16,369

対18年度増減平成18年度

938

平成21年度期末

△83（△8.1%）1,021

対19年度期首増減平成19年度期首

※ 平成18年度は、旧住宅金融公庫及び旧財団法人公庫住宅融資保証協会の一般管理費です。



Ⅱ. 平成21年度決算
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１．平成21年度決算のポイント

④法人全体の純資産の部は、対前年度比3,427億円増加し、5,698億円となりました。

・ 法人全体の資本金は、政府出資金4,956億円の受入により9,013億円となりましたが、うち2,300億円については「平成21年度第１次補

正予算の執行の見直し」（平成21年10月16日閣議決定）に基づき平成22年度に国庫納付予定としています。

①法人全体の当期総損失は、貸倒引当金繰入額の増加、抵当権移転登記引当金の新規計上（下記⑥参照）等により、

対前年度比1,321億円増加し、1,468億円になりました。

②中期目標において、中期目標期間の最終年度までに単年度収支の黒字化を達成することとされている既往債権管

理勘定以外の勘定（保証協会承継業務に係るものを除く）については、12億円の当期総利益を計上し、前年度に比

べ27億円好転しました。これは、前年度に当期総損失を計上した住宅融資保険勘定及び住宅資金貸付等業務経理

において当年度は当期総利益を計上したことによるものです。

③既往債権管理勘定の当期総損失は、貸倒引当金繰入額の増加（前年度比1,281億円増）等により、対前年度比1,348

億円増加し、1,445億円になりました。

⑥財務状態をより適切に反映させるため、住宅融資保険勘定以外の勘定において、公庫から承継した貸付金等に係る

抵当権の機構への移転登記に必要な将来の支払見込額を全額一括して費用計上（抵当権移転登記引当金繰入

額）しました。 （法人全体： 345億円、証券：12億円、財形： 13億円、貸付： ６億円、既往： 315億円）

⑤第2次補正予算において、補助金を4,000億円（証券化支援勘定：2,600億円、住宅融資保険勘定：1,400億円）受入れ、

当年度所要額は補助金等収益として収益化し、後年度負担分については預り補助金等に計上しています。
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資金運用収益 1兆1,580億円
保険引受収益 1,235億円
役務取引等収益 15億円
補助金等収益 60億円
その他経常収益 3億円

資金調達費用 1兆 353億円

保険引受費用 1,386億円

役務取引等費用 246億円

その他業務費用 77億円

営業経費 317億円

その他経常費用 1,762億円

２．法人全体の損益の状況

法人全体で貸付金等償却を2,013億円実施する等の不良債権処理を進めたものの、経済状況の悪化による延滞債権の増加等
に伴って貸倒引当金繰入額が1,361億円増加したこと等により、経常損失は平成20年度に比べ793億円増加し1,247億円を計上
しました。

さらに、特別利益として保証料返還引当金戻入額等68億円、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額等353億円を計上し、
住宅資金貸付等勘定における団体信用生命保険等業務の運営に充てるための目的積立金取崩額65億円を計上した結果、法
人全体で1,468億円の当期総損失を計上しました。

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成20年度 平成21年度

資金調達費用 1兆1,662億円

保険引受費用 1,310億円

役務取引等費用 243億円

その他業務費用 85億円

営業経費 329億円

その他経常費用 401億円

資金運用収益 1兆2,490億円
保険引受収益 1,065億円
役務取引等収益 18億円
補助金等収益 1億円

その他経常収益 2億円

特別利益 113億円
目的積立金取崩額 65億円

当期総損失 1,468億円

経常収益
1兆3,576億円

経常費用
1兆4,030億円

特別損失21億円

経常損失
454億円

経常費用
1兆4,140億円

経常収益
1兆2,893億円

特別損失 353億円

経常損失
1,247億円

特別利益 68億円

目的積立金取崩額 216億円

当期総損失 146億円
・有形固定資産処分損 8億円
・抵当権移転登記引当金繰入額

345億円

・金融派生商品取引先破綻に伴う損失
21億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金戻入額 109億円

・償却債権取立益 6億円
・保証料返還引当金戻入額 62億円
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３．平成21年度決算（総括表）

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

経常利益・
経常損失

(△)

当期総利益・
当期総損失

(△)

利益剰余金・
繰越欠損金

(△)

△ 1          △ 28         △ 193       △ 36         △ 58         △ 251       △ 35         △ 30         △ 58         

　 債権譲受業務経理 1               △ 25         △ 177       △ 5          △ 29         △ 205       △ 6          △ 4          △ 29         

債務保証等業務経理 △ 2          △ 3          △ 16         △ 31         △ 29         △ 45         △ 29         △ 26         △ 29         

△ 16         △ 16         △ 63         21             20             △ 44         36             36             20             

58             58             374           57             45             418           △ 1          △ 13         45             

△ 282       △ 63         3,486         △ 90         △ 29         3,392         192           35             △ 94         

住宅資金貸付等業務経理 △ 27         △ 29         △ 244       10             6               △ 238       37             34             6               

保証協会承継業務経理 △ 255       △ 35         3,730         △ 100       △ 34         3,630         155           0               △ 100       

△ 213       △ 97         △ 5,381     △ 1,199     △ 1,445     △ 6,826     △ 986       △ 1,348     △ 1,445     

△ 454       △ 146       △ 1,777     △ 1,247     △ 1,468     △ 3,310     △ 793       △ 1,321     △ 1,533     

△ 50         3,604         △ 22         3,516         27             △ 88         

 

△ 15         △ 126       12             △ 114       27             12             

住宅資金貸付等勘定

証券化支援勘定

住宅融資保険勘定

財形住宅資金貸付勘定

（単位：億円）

 法人全体
（協会経理・既往勘定を除く）

既往債権管理勘定

法人全体

 法人全体（既往勘定を除く）

平成20年度　（Ａ） 平成21年度　（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）
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40兆7,955億円

1兆8,125億円
減少

４．法人全体の資産の状況

法人全体で資産規模は1兆8,125億円減少しましたが、主な要因は買取債権が7,677億円増加する一方、既往債権の回

収が進んだこと等により貸付金が4兆8,637億円減少したためです。

未収財源措置予定額及び特別損失金は、政府補給金等の受入に伴い、それぞれ1,154億円、200億円減少しました。

貸倒引当金は、2,013億円の貸付金等償却を実施したものの、経済状況の悪化により延滞債権が増加したこと等のため、

251億円の減少にとどまりました。

貸倒引当金

合計

保証債務見返

特別損失金

未収財源措置予定額

貸付金

買取債権

△ 8,513億円△ 貸倒引当金

38兆9,830億円合計

9,903億円▼ 保証債務見返

283億円▼ 特別損失金

333億円▼ 未収財源措置予定額

30兆 137億円▼ 貸付金

4兆 540億円△ 買取債権

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成21年3月31日現在 平成22年3月31日現在

3兆2,863億円

34兆8,775億円

1,487億円

483億円

1兆229億円

△ 8,764億円
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平成22年3月31日現在平成21年3月31日現在

2兆1,552億円
減少

５．法人全体の負債及び純資産の部の状況

法人全体で負債規模は2兆1,552億円減少しましたが、主な要因は、MBS発行等により債券が1兆638億円増加する一方、
財政融資資金借入金の償還等により借入金が3兆6,590億円減少したためです。

預り補助金等は第2次補正予算で4,000億円の補助金を受け入れたこと等により3,900億円増加しています。

法人全体の純資産は、政府出資金を4,956億円を受け入れたこと等により対前年比3,427億円増加しましたが、2,300億
円については「平成21年度第１次補正予算の執行の見直し」（平成21年10月16日閣議決定）に基づき平成22年度に国庫
納付予定としています。

（注）主なものを抜粋しています。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

3,427億円
増加

4,057億円資本金

負債の部

純資産の部

1兆 229億円保証債務

40兆5,683億円合計

66億円預り補助金等

10兆4,860億円債券

28兆3,807億円借入金

9,013億円△ 資本金

9,903億円▼ 保証債務

38兆4,131億円合計

3,966億円△ 預り補助金等

11兆5,497億円△ 債券

24兆7,217億円▼ 借入金

△ 1,777億円繰越欠損金

2,271億円合計

△ 9億円資本剰余金

△ 3,310億円▼ 繰越欠損金

5,698億円合計

△ 5億円△ 資本剰余金
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６．法人全体のキャッシュ・フローの状況

業務活動によるキャッシュ・フローは貸付回収金の増等により前年度より収入が増加し、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは財政融資資金借入金の返済の減等により前年度より支出が減少しました。

また、短期の資金運用については、金利水準を鑑み買現先から普通預金へシフトしています。

その結果、期末の資金残高は対前年度比で2兆3,618億円増加し、2兆7,121億円となりました。

Ｈ20
期首

Ｈ20
業務活動

Ｈ20
投資活動

Ｈ20
財務活動

Ｈ21
業務活動

Ｈ21
投資活動

Ｈ21
財務活動

（億円）

△ 50,000

△ 40,000

△ 30,000

△ 20,000

△ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

3兆9,727億円

2,703億円

△ 5,516億円

△ 3兆3,411億円

3,503億円

4兆5,983億円

△ 1,259億円

△ 2兆1,106億円

2兆7,121億円

Ｈ21
期末

Ｈ20期末
/H21期首
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７．リスク管理債権の状況

332,983

8.73

29,072

17,456

3.49

11,616

1,091

8,362

2,163

既往債権
※4

合計
求償債

権
※6

買取債権
等※5

既往債権
※4

合計求償債権
※6

買取債権等
※5

2,256210651,9802,45325238破綻先債権額 (A) ※1

343,5271,20959,143283,175385,2211,69650,543総貸付金残高 (G)

8.491001.389.598.101000.89比率 (F) / （G)×100

29,1741,20981727,14831,2181,696451合計 (F)=(A)+(B)+(C)+(E)

16,009033215,67717,6720216貸出条件緩和債権額 (E)

3.831000.824.053.521000.47比率 (D) / （G)×100

13,1651,20948511,47113,5471,696235小計 (D)=(A)+(B)+(C)

1,60501691,4361,1490593か月以上延滞債権額 (C)
※3

9,3049992518,0549,9441,444138延滞債権額 (B) ※2

平成21年度平成20年度

区分

（注）億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。
※1 「破綻先債権額(A)」とは、資産自己査定の結果、破綻先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※2 「延滞債権額(B)」とは、資産自己査定の結果、実質破綻先及び破綻懸念先に区分された債務者に対する貸付けの元金残高額です。
※3 「3か月以上延滞債権額(C)」とは、弁済期限を3か月以上経過して延滞となっている貸付けの元金残高額（破綻先債権額(A)及び延滞債権額(B)を除く）です。
※4 「既往債権」とは、平成16年度以前に申込みを受理した資金の貸付けに係るもの（財形住宅資金の貸付けに係るものを除く）です。
※5 「買取債権等」とは、買取債権及び既往債権以外の貸付金に係るものです。
※6 「求償債権」とは、当機構が平成19年4月1日に独立行政法人に移行するに際し、旧財団法人公庫住宅融資保証協会の権利及び義務を承継したことにより取得したものです。

（単位：億円、%）

リスク管理債権の状況は、残高は平成20年度から改善しました。

リスク管理債権残高 29,174億円（対前年比 2,044億円減少）

総貸付残高に対する比率 8.49%（対前年比 0.39%増加）
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Ⅲ. 平成22年度事業計画
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１．平成22年度事業計画

3.7兆円

（2.8兆円）

0.6兆円

3.1兆円

（2.2兆円）

平成21年度計画

合 計

0.6兆円住宅資金融通事業

証券化支援事業（買取型）

1.9兆円

1.3兆円

平成22年度計画

2.3兆円
（0.3兆円）

0.02兆円
（0.2兆円）

平成21年度計画

債券等に係る特定債務保証の総額

特定住宅融資保険の保険価額の総額証券化支援事業
（保証型）

0.02兆円

0.6兆円

平成22年度計画

住宅融資保険事業（保険価額の総額）

※1 証券化支援事業（買取型）、証券化支援事業（保証型）及び住宅融資保険事業に係る平成21年度計画は第２次補正予算案反映後の事業計画

額、括弧内は当初事業計画額です。

※2 実績は、証券化支援事業における買取実績・市場金利等の動向により変動する可能性があります。
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29億円
4,000億円

(－)
国庫補助金

200億円200億円政府交付金

263億円
2,656億円

(926億円)
一般会計出資金

7,970億円

(2,240億円)

1,114億円

平成21年度計画

合 計

政府補給金

1,312億円

820億円

平成22年度計画

※平成21年度計画は第２次補正予算案反映後の計画額、括弧内は当初計画額です。なお、平成21年度計画の一般会計出資金は、平成21年度第1次

補正予算の執行の見直しに伴う2,300億円の国庫納付を反映させています。

２．平成22年度国費
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386億円1,348億円812億円
766億円
（965億円）

財形住宅債券

557億円-1,186億円-10年

28億円-168億円-15年

6,367億円

-

-

453億円

374億円

1,412億円

-

4,569億円

-

4,569億円

実績※４

20年

5年

（内訳）

37,112億円

1,214億円

-

-

-

7,510億円

※3 5,000億円

22,028億円

12億円

27,040億円

計画

平成22年度

2,260億円
2,550億円
（3,750億円）

一般担保債券（SB）

410億円-

496億円-

21,894億円
32,416億円
(40,181億円）

合計(額面ベース）

912億円
928億円

（1,360億円）
住宅宅地債券

950億円
950億円

（2,000億円）
政府保証債

9,000億円※2 12,000億円S種債

7,955億円
15,217億円
（20,000億円）

買取債権分

5億円
5億円

（106億円）
直接融資分

月次債
（内訳）

16,960億円
27,222億円
（32,106億円）

資産担保証券（MBS）

実績計画※１

平成21年度

MBSは、月次債とS種債の2種類を発行しています。

ＳＢは、昨年度までの四半期に一度、５年債・10年債・15年債・20年債の４年限同時起債の他、追加的な発行も行っております。

※１ 平成21年度計画は第２次補正予算案反映後の計画額、（）内は当初計画額です。
※2 平成21年度におけるS種債の発行計画12,000億円のうち、3,000億円は財政融資資金の繰上償還（補償金免除）、9,000億円は財政融資資金の償還等に係る財源としています。
※3 平成22年度におけるS種債の発行計画5,000億円は財政融資資金の償還等に係る財源としています。
※4 平成22年度の実績は募集日が7月末までのものを計上しています。

３．平成22年度の債券発行計画
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（参考資料）

1．資金計画の実績
2．主要経営指標
3．勘定別の決算
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１．資金計画の実績

資金計画の実績

112,217

24,943

5,314

21,888

1,657

53,459

4,956

112,217

49,425

11,283

38,247

13,263

平成21年度

20,13392,084計

4,72020,223その他

3,5361,778国庫補助金等

2,45819,430債券

△2251,882借入金

5,54847,911買取債権等回収金

4,096860一般会計出資金

収入

20,13392,084計

22,72826,697その他

1,6299,653債券償還金

7,000

△7,62445,871
借入金償還

3,4009,863買取債権等

支出

増減平成20年度項目

（単位：億円）

※ 支出欄の借入金償還の（ ）書きは、財政融資資金の任意繰上償還額です。
※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

(  3,000)(           ) (  △4,000)
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２．主要経営指標

4,9569,0134,057資本金

2.60%4.72%2.12%自己資本比率

△ 25,952362,714388,667借入金・債券残高

△ 48,637300,137348,775貸付金残高

7,67740,54032,863買取債権残高

1,321△1,468△146当期総利益（△当期総損失）

11014,14014,030経常費用

△ 68312,89313,576経常収益

増減平成21年度平成20年度区分

（単位：億円、%）

機構の経営指標

（注）単位未満は四捨五入しています。
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資金運用収益 1,063億円

保険引受収益 5億円

役務取引等収益 0億円

補助金等収益 0.7億円

その他経常収益 11億円

３．（a） 証券化支援勘定の損益の状況

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

資金調達費用 609億円

保険引受費用 6億円

役務取引等費用 58億円

その他業務費用 66億円

うち

金融派生商品費用 26億円

その他 40億円

営業経費 106億円

その他経常費用 41億円

資金運用収益 869億円

保険引受収益 4億円

役務取引等収益 0億円

補助金等収益 －

その他経常収益 11億円

特別損失 26億円
当期総損失 28億円

経常収益 884億円経常費用 886億円

買取債権の積み上がりに伴い買取債権利息等の経常収益の増加額が貸倒引当金繰入額を除く経常費用の増加額を大きく上回ったもの

の、経済状況の悪化による延滞債権の増加に伴い、その他経常費用（貸倒引当金繰入額）及び保険引受費用が増加したため、経常損失

は平成20年度に比べ35億円増加し、36億円を計上しました。

さらに、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額（12億円）、職員宿舎の売却等に伴う有形固定資産処分損（8億円）等22億円を計上

した結果、58億円の当期総損失を計上しました。（※平成20年度の特別損失はリーマン・ブラザーズ証券㈱との金利スワップ取引に係る債

権額の回収不能分21億円等）

経常損失
1億円

平成20年度 平成21年度

経常収益 1,080億円

特別損失 22億円

経常損失
36億円 当期総損失 58億円

資金調達費用 720億円

保険引受費用 39億円

役務取引等費用 65億円

その他業務費用 55億円

うち

金融派生商品費用 10億円

その他 45億円

営業経費 112億円

その他経常費用 126億円

経常費用 1,116億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額
6億円

・金融派生商品取引先破綻に伴う損失
21億円

・有形固定資産処分損 8億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 2億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
12億円
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３．（a） 証券化支援勘定におけるセグメント別損益の状況

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

経済状況の悪化による延滞債権の増加に伴い、その他経常費用（貸倒引当金繰入額）が増加したため、
5億円の経常損失を計上しました。さらに、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額（12億円）、有
形固定資産処分損（8億円）等23億円を計上した結果、29億円の当期総損失を計上しました。

保険事故の増加に伴い保険引受費用（支払保険金・支払備金繰入額）を39億円計上したこと等により、
当期総損失29億円を計上しました。

資金調達費用 720億円
役務取引等費用 65億円
その他業務費用 55億円
営業経費 109億円
その他経常費用 126億円

資金運用収益 1,058億円

補助金等収益 0.7億円
その他経常収益 11億円

当期総損失 29億円

経常収益 1,069億円経常費用 1,075億円

保険引受費用 39億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 3億円

資金運用収益 5億円

保険引受収益 5億円

役務取引等収益 0億円

補助金等収益 0億円

その他経常収益 0億円

経常収益 10億円経常費用 42億円

特別損失 23億円

債
権
譲
受
業
務
（買
取
型
）

債
務
保
証
等
業
務
（保
証
型
）

買取型債権譲受業務

保証型債務保証等業務

平成20年度 平成21年度

資金調達費用 609億円
役務取引等費用 58億円
その他業務費用 66億円
営業経費 103億円
その他経常費用 41億円

特別損失 26億円

保険引受費用 6億円

役務取引等費用 －

営業経費 4億円

特別損失 1億円

経常費用 10億円

経常費用 876億円

経常利益
1億円

資金運用収益 866億円

補助金等収益 －
その他経常収益 11億円

経常収益 7億円
資金運用収益 4億円

保険引受収益 4億円

役務取引等収益 0億円

補助金等収益 －

その他経常収益 0億円

当期総損失 3億円経常損失2億円

当期総損失 25億円

経常収益 877億円

経常収益 7億円

経常損失5億円

特別利益 2億円

経常損失
31億円 当期総損失 29億円

・有形固定資産処分損 8億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 4億円
・抵当権移転登記引当金繰入額 12億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 5億円
・金融派生商品取引先破綻に伴う損失 21億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 1億円

・勘定間異動に伴う
退職給付引当金
戻入額 2億円
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３．（b） 住宅融資保険勘定の損益の状況

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

保険引受費用 66億円

うち

正味支払保険金 29億円

支払備金繰入額 7億円

責任準備金繰入額30億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 6億円

資金運用収益 15億円

保険引受収益 134億円

うち

正味収入保険料 113億円

支払備金戻入額 21億円

補助金等収益 59億円

その他経常収益 0億円

特別損失 0.5億円

経常利益
21億円

経常収益 208億円経常費用 72億円

賃貸住宅ローン等の高額付保案件の保険事故が前年度に比べ減少したこと等により、収入保険料、補助金等の収益が支払保険金等の

費用を上回り、損益は平成20年度に比べ36億円好転し、当期総利益20億円を計上しました。

経常損失
16億円

平成20年度 平成21年度

資金運用収益 5億円

保険引受収益 51億円

うち

正味収入保険料 51億円

支払備金戻入額 －

補助金等収益 －

その他経常収益 0億円

経常収益 56億円

当期総損失 16億円

保険引受費用 180億円

うち

正味支払保険金 33億円

支払備金繰入額 －

責任準備金繰入額147億円

役務取引等費用 0億円

営業経費 8億円

経常費用 188億円

特別損失 1億円

当期総利益 20億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額
0.5億円 ・勘定間異動に伴う退職給付引当金

繰入額 1億円
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３．（c） 財形住宅資金貸付勘定の損益の状況

資金調達費用 113億円

役務取引等費用 3億円

その他業務費用 0億円

営業経費 10億円

その他経常費用 3億円

資金運用収益 186億円

役務取引等収益 0億円

その他経常収益 0億円

経常収益 186億円

貸付金残高は減少している（H20：1兆623億円、H21：9,446億円）ものの、貸付金利息等の経常収益が債券利息等の経常費用を上回ったこ

とにより、平成20年度とほぼ同水準の57億円の経常収益を計上しました。

また、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額13億円を計上したこと等により、当期総利益は45億円となりました。

特別利益 0.6億円

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成20年度 平成21年度

経常費用 130億円

資金調達費用 127億円

役務取引等費用 4億円

その他業務費用 0億円

営業経費 10億円

その他経常費用 1億円

経常費用 142億円

資金運用収益 199億円

役務取引等収益 0億円

その他経常収益 0億円

特別利益 0.3億円

経常収益 199億円

当期総利益 58億円
経常利益
58億円

当期総利益 45億円

特別損失 13億円
経常利益
57億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
13億円

・保証料返還引当金戻入額 0.6億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金
戻入額 0.1億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
戻入額 0.3億円
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定の損益の状況

資金調達費用 132億円

保険引受費用 2,201億円

役務取引等費用 23億円

その他業務費用 7億円

営業経費 75億円

その他経常費用 76億円

資金運用収益 293億円

保険引受収益 2,119億円

役務取引等収益 12億円

補助金等収益 0億円

その他経常収益 1億円

経常収益 2,425億円経常費用 2,514億円

特別損失 8億円

特別利益 4億円

貸付金残高の積み上がりに伴い、住宅資金貸付等業務経理における貸付金利息等の経常収益が債券利息等の経常費用を上回ったこと

に加え、団信特約料の引き上げ等に伴い団信収支が改善されたことにより、経常損失は平成20年度に比べ192億円少ない90億円を計上し

ました。

また、特別利益として償却債権取立益等4億円、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額等8億円を計上し、団体信用生命保険等業

務の運営に充てるために目的積立金65億円を取り崩した結果、当期総損失は29億円となりました。

目的積立金取崩額
65億円

当期総損失 29億円

経常損失
282億円

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成20年度 平成21年度

資金調達費用 97億円

保険引受費用 2,344億円

役務取引等費用 23億円

その他業務費用 8億円

営業経費 85億円

その他経常費用 84億円

経常費用 2,641億円

特別損失 2億円

資金運用収益 237億円

保険引受収益 2,106億円

役務取引等収益 14億円

補助金等収益 1億円

その他経常収益 1億円

経常収益 2,359億円

特別利益 4億円

目的積立金取崩額
216億円

当期総損失 63億円

経常損失
90億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 3億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
6億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金
繰入額 2億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金戻入額 0億円

・償却債権取立益 3億円
・保証料返還引当金戻入額 1億円
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３．（d） 住宅資金貸付等勘定におけるセグメント別損益の状況

資金調達費用 97億円

役務取引等費用 6億円

その他業務費用 8億円

営業経費 42億円

その他経常費用 16億円

資金運用収益 132億円

役務取引等収益 8億円

補助金等収益 1億円

その他経常収益 1億円

経常収益 141億円経常費用 168億円

特別損失 2億円

当期総損失 29億円

資金調達費用 0億円

保険引受費用 2,202億円

役務取引等費用 17億円

営業経費 42億円

その他経常費用 59億円

資金運用収益 94億円
保険引受収益 2,120億円
役務取引等収益 5億円
その他経常収益 0億円

経常収益 2,220億円経常費用 2,320億円

特別利益5億円

目的積立金取崩額
216億円

賃貸住宅等の貸付金残高の積み上がりに伴い貸付金利息等の経常収益が債券利息等の経常費用を上

回ったことにより経常利益10億円を計上し、特別損失の計上により当期総利益は6億円となりました。

団信特約料の引き上げ等により団信収支が改善したことにより、経常損失は平成20年度に比べ155億円少

ない100億円を計上しました。また、団体信用生命保険等業務の運営に充てるために目的積立金65億円を

取り崩したこと等により、当期総損失は34億円となりました。

住宅資金貸付等業務

保証協会承継業務

住
宅
資
金
貸
付
等
業
務

保
証
協
会
承
継
業
務

経常損失
255億円

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

当期総損失 35億円

平成20年度 平成21年度

経常損失
27億円

保険引受費用 2,355億円

役務取引等費用 17億円

営業経費 44億円

その他経常費用 68億円

経常費用 2,484億円
資金運用収益 105億円
保険引受収益 2,117億円
役務取引等収益 6億円
その他経常収益 0億円

経常収益 2,229億円

資金運用収益 199億円

役務取引等収益 7億円

補助金等収益 0億円

その他経常収益 0億円

経常収益 206億円

資金調達費用 132億円

役務取引等費用 6億円

その他業務費用 7億円

営業経費 34億円

その他経常費用 17億円

経常費用 195億円

特別損失 5億円
経常利益
10億円当期総利益 6億円

経常損失
100億円

当期総損失 34億円

目的積立金取崩額 65億円

特別利益6億円

特別損失 5億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 4億円
・抵当権移転登記引当金繰入額 1億円

・抵当権移転登記引当金繰入額 5億円

・勘定間異動に伴う退職給付引当金繰入額 2億円

・償却債権取立益 4億円
・保証料返還引当金
戻入額 0億円

・勘定間異動に伴う退職
給付引当金戻入額

2億円

・償却債権取立益 3億円
・保証料返還引当金
戻入額 1億円

・勘定間異動に伴う退職
給付引当金戻入額

1億円
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３．（e） 既往債権管理勘定の損益の状況

資金調達費用 9,390億円

役務取引等費用 155億円

その他業務費用 30億円

営業経費 123億円

その他経常費用 1,557億円

資金運用収益 1兆 36億円

役務取引等収益 3億円

その他経常収益 15億円

経常収益 1兆 54億円経常費用 1兆1,253億円

貸付金償却を1,440億円実施する等の不良債権処理を進めたものの、経済状況の悪化による延滞債権の増加等によって貸倒

引当金繰入額が1,281億円増加したことにより、経常損失は1,199億円となりました。

さらに、特別利益として保証料返還引当金戻入額等69億円、特別損失として抵当権移転登記引当金繰入額315億円を計上した結果、

1,445億円の当期総損失を計上しました。

特別利益 69億円

当期総損失 1,445億円

※ 億円未満を四捨五入しているため、合計と内訳は一致しない場合があります。

平成20年度 平成21年度

資金調達費用 1兆833億円

役務取引等費用 158億円

その他業務費用 27億円

営業経費 132億円

その他経常費用 276億円

経常費用 1兆1,426億円

資金運用収益 1兆1,193億円

役務取引等収益 4億円

その他経常収益 16億円

経常収益 1兆1,213億円

特別利益 117億円

当期総損失 97億円

経常損失
213億円

特別損失 315億円

経常損失
1,199億円

・抵当権移転登記引当金繰入額
315億円

・償却債権取立益 3億円
・保証料返還引当金戻入額 61億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金
戻入額 5億円

・償却債権取立益 1億円
・保証料返還引当金戻入額 108億円
・勘定間異動に伴う退職給付引当金
戻入額 8億円
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